平成３０年４月１６日
会 員 各 位
一般社団法人東京ビルヂング協会
地球環境委員会　委員長　鈴木　康史
温室効果ガスの排出量取引制度に関するアンケート協力のお願い
拝啓　時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

平素は当協会の活動にご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、東京都は、本年３月２８日に開催された有識者検討会において、温室効果ガスの排出量取引制度について、対象事業者あて2020年以降に課す削減義務率（案）を公表しました。
　その公表内容については、東京都のＨＰをご覧ください。（ＵＲＬは以下のとおり。）http://www.kankyo.metro.tokyo.jp/climate/large_scale/overview/after2020/kentokai/29-1.html
ご高承のとおり、東京都は、改正・環境確保条例（都民の健康と安全を確保する環境に関する条例）に基づき、平成２２年度より、都内の大規模事業所に温室効果ガスの総量削減義務を課し、その履行のために排出量取引制度を運用しております。
当協会は、これまで本制度の問題点について東京都あて意見表明してきたところです。

このような状況下、提示案によれば、排出量基準年度を変更（2002～2007年度から選択する方法に代えて、2011～2014年度で最も多かった年度とする。）した上で、第３期（2020～2024年度）平均７％、第４期（2025～2029年度）平均１７％という高い削減率を予定しており、ビル事業者への影響が多大であるものと予想されます。
そこで、会員各位におけるこれまでの削減実績、今後の削減予想、制度の課題等に関して調査を行い、東京都と意見交換を行う際の参考にしたいと存じます。
つきましては、当協会として特に重要な調査と考えておりますので、ぜひご協力くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記
1．アンケートの送付方法
　別添アンケート用紙にご記入いただき、当協会事務局の担当者（八木澤）あて
メール（t.yagisawa@birukyo.or.jp）にてご送付願います。
アンケート用紙ファイルは、東京ビルヂング協会ホームページの「新着情報」欄にアップいたしますので、ダウンロードの上、ご利用ください。
なお、ご提供いただいたデータについては、企業名、ビル名が特定化されないよう統計処理いたします。
２．アンケートの締切

　平成３０年５月１１日（金）

以　上

本件についての問合せ先

(一社)東京ビルヂング協会　事務局（03-3212-7845）　担当　金子、八木澤
